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労働法制の改正に反対する意見書 

正社員を派遣労働者に置き換えてはならないことを原則とし、臨時的・一時的業務に

限って常用雇用の代替として派遣を認めている、いわゆる労働者派遣法において、この原

則を変えようとする改正案が、平成２６年に２度廃案となったにもかかわらず、６月１９

日に強行採決され、衆議院を通過した。 

今回の改正は、派遣期間の上限である３年を経過した労働者を正社員にするという原

則を超えて派遣できるようにし、また、派遣先は派遣労働者を変えれば同じ部署で派遣を

継続することができ、さらに、派遣元において無期雇用とすることで派遣期間制限をなく

すことができるというもので、企業が正社員を減らして安上がりな派遣労働者を制限なし

に利用する可能性が懸念される。 

 同じく今国会に提出された、労働基準法等の一部を改正する法律案は、労働時間の規制

をなくし、残業代も休日手当ても支払わず長時間働かせる残業代ゼロ制度を導入するもの

である。 

労働基準法は、労働時間を原則１日８時間、週４０時間と定めているにもかかわらず、

平成２５年の厚生労働省の調査によると日本人の一般労働者の年間総実労働時間は２，０

１８時間に達し、欧州主要国に比べても依然として長時間労働が続いている。 

また、平成２４年時点で正規の職員・従業員で、かつ、年間就業日数が２００日以上

の雇用者において、１箇月の時間外労働時間が、いわゆる過労死ラインである８０時間を

超える長時間労働をしている人の割合は全体の１４％に上る。 

さらに、サービス残業を強いたり、若者を使い捨てにしたりする、いわゆるブラック

企業も後を絶たない中、労働時間規制がなくなれば、労働者は残業代ゼロで長時間働かさ

れ、過労死しても自己責任として片付けられかねない。 

 よって、国におかれては、派遣労働者の正社員への道を閉ざすことなく、また、正社員

に対して労働時間の上限規制を定め、労働者の生活と健康を守るためにも、残業代ゼロや

過労死の促進につながる労働法制の改正をされないよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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